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キャリアに対する研究者の意識

キ リンビール株式会社 尾川信之

1.は じめ に

 企業が付加価値のある製品やサービスを提供す

る上で，重要な役割を果たす部門が研究開発部門

である。近年の企業環境を踏まえると，研究開発

部門の運営の成否が，企業にとって致命的な影響

を与えかねない状況である。そのような状況下，

日本能率協会 コンサルテ ィング(1998)が1997

年に実施 した345社 のアンケー ト調査によると，

調査対象の50%を 超える経営 トップが 「研究開

発 の事業貢献 に満足 していない」 と回答 してい

る。また，技術力強化のための課題として，「技術

力強化領域の重点化や絞り込み」，「テーマに適 し

た技術 コア人材の充足」ならびに 「プロジェクト

リーダー ・テーマ リーダーの育成」を上位に挙げ

ている。さらに，研究開発部門における人事的課

題 として，「研究開発者の適正評価」が最 も多 く，

「研究開発者のキャリア蘭発」についても4割 近

い企業が指摘 している。すなわち，研究開発力の

強化に向け，資源の集中 と，人的側面から技術 コ

ア人材と研究 リーダーの育成に重点を置き，その

ために研究開発者の適正評価による研究開発者と

しての取捨選択と，適正人材に対するキャリア開

発を図るということになろう。

 このキ ャリア形成を政策的に取 り組むために

は，単に職務間異動や部門間異動について考える

のではなく，人事制度的な面の全般に及んで考え

る必要がある。また，企業戦略 とその中長期計画

に基づ く人的資源管理の側面からの検討 も必要で

ある。なぜならキャリア形成の根幹にある高い技

能を修得するには長期間を有することから，企業

の中長期戦略によって必要とされる技能は，質的

にも量的にも影響を受けるか らである。キャリア

形成の視点からの人事制度の側面か ら，日本では

1970年 代半ば以降多 くの企業が専門職制度を導

入 し，複線型人事制度を形成 していった。特 に，

企業の研究開発部門での導入が積極的に図られて

いった。永野(1996)は ，専門職制度が求められた

背景は技術の高度化や顧客ニーズの多様化，従業

員意識の多様化，および役職ポス ト不足への対応

であったと指摘 している。実際のところ，第三の

指摘である役職ポスト不足を補う処遇制度として

運用され，本来の専門性を踏まえた任用 ・評価の

不備による形骸化 した制度 となっていた。 このよ

うな指摘は，先の日本能率協会 コンサルティング

の調査結果を反映する一因となっていよう。今野

(1995)は ，従来の専門職制度は労働市場における

供給側に配慮 しすぎたために失敗 したと指摘 し，

今後専門職制度の本来の目的を成功させるには，

需要側に力点を置 くことが必要であるとしてい

る。1990年 代に入 り， 企業を取 り巻 く急激な環

境の変化や産業構造の変化に伴い，労働環境をも

変革期を向かえている。労働者自身の意識の変革

も必要 とされている。先の今野の指摘をさらに進

めた，企業 と労働者が労働サービスを介 した新た

な関係作 りが盛んになりっっある。そのための人

材政策の一っとして，従来の受動的な研修羅列型

Career Development Program(CDP)か ら，各人

が自らの意志でキャリア形成を図 るという能動的

な新たなCDPの 展開が推進 されっっある。 CDP

の展開 も職種を横断 した画一的なものではなく，

研究開発技術者に特化 した独自のCDPを 展開す

る企業も現れてきている(宮 武，1999)。

 このような各自の自律性に主体をおいてキャリ

アの形成を図るというCDPを 支える人的資源政

策を創出する上で，各 自のキャリアに対する意識

の変遷を知ることは重要である。CDPを 効果的

に実行するたあには，内部労働市場における企業

側の需要 とともに，供給側であ る研究者 自身の

キャリアに対する意識にも十分考慮される必要が

ある。本稿では研究者のキャリアに対する志向と

加齢との関係，および研究開発という職種からの

自発的離脱と非自発的離脱の要因に注目する。 こ

れまでの調査では業種を問わず研究開発職を一律

にして議論 されていることが少なくない。同一職
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種であって も，研究対象の異なる業種間で研究開

発技術者のキャリアに対する意識や，その継時的

変遷には違いのあることも考えられる。本稿では

製薬企業の研究者を調査対象とする。製薬企業は

売上高に対する研究開発費の割合が全産業平均よ

り極めて高い。従 って，研究開発重視の知識集約

産業と捉えられることから，研究開発の成果が大

きく経営に影響を与えると考えられる。また，研

究者であっても，基礎研究者 と開発研究者 との間

で， ミッションや職務内容に起因するキャリアに

対する意識の相違 も存在するかもしれない。その

ため，基礎研究者と開発研究者でのキャリアに対

する意識にっいても比較分析する。

2.先 行研究

 (1)希 望するキャリア

 日本生産性本部(1989)が 実施 した国内の化学

系3社 と電気 ・電子 ・通信系3社 の計6社 を対

象とした調査によると，全体で64.7%が 「研究開

発の第一線で仕事 を続 けたい」 と回答 している

(表1)。 しかし，研究と開発 ・設計とで分けて見

ると，研究の方が開発 ・設計に比べて，「研究開発

の第一線で仕事を続けたい」とする回答が明らか

に多 くなっている。一方，「研究開発管理者」を希

望 して る比率は，開発 ・設計で研究と比べ高 く

なっている。すなわち，第一線から離れ研究開発

管理者を主とする他のキャリアを希望する者が全

体で35%程 度おり，特に開発 ・設計ではその傾

向が強いと言えよう。また，石月(1999)の 報告に

おいても，調査対象の30歳 前後の研究開発技術

者の7割 近 くが，自らの将来に対 し専門技術者 と

しての志向が強いとしている。但 し，将来のキャ

リアの志向に対 し，企業の風土や経営方針が大き

く影響を与えていることも指摘 している。また同

報告で加齢 とともに 「研究開発の第一線で仕事を

続けたい」が減少 し，「研究開発管理者 として仕事

をしたい」が増えている。 このことから，研究開

発技術者のキャリアの意識が加齢とともに変わる

ことが推察 される。研究職に従事す る者の多 く

は，将来 このよ うな研究 をしたいとい う希望が

あって大学の専攻を選択 し，さらに大学院に進学

し，就職をしてきている。 しかし，企業に入り勤

続年数 とともに，念願であった第一線の研究者の

キャリアから自ら離脱 しようとする意識が増 して

くると言えよう。

 (2)キ ャリアに対する意識の変化の要因

 加齢 とともに第一線で研究開発を続けたいとい

うモチベーションが，なぜ低下するのであろう

か。研究開発技術者は他の職種従事者に比べ，一

般に組織よりも仕事そのものに対する帰属意識が

高いと言われている。 この仕事そのものに対する

帰属意識は加齢 とともに変わらないが，それを実

現 で きない環 境が あるのか も知 れない。榊 原

(1995)は 次のように指摘 している。日本では技術

や研究それ自体への関心の強い者でも， ライ ン管

理業務への指向性が強い。その理由として，第一

表1 キ ャリア志向(将 来 したい仕事)
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出所 ：日本生産性本部 『研究開発技術者 のキ ャリアと能力開発』1989，83頁



点が二重の昇進経路が未確立な日本では一生を開

発技術者 として過 ごす ことが不可能であること，

第二点が ライン管理者への昇進によって収入に差

が生まれることを挙げている。科学技術庁科学技

術政策研究所(1993)に よる研究開発費がおおよ

そ100億 円以上の企業126社 を対象とした調査

によると，専門職制度 を有 していない企業が約

43%と なっている。専門職制度がある場合でも，

事務系従業員と同一の人事体系で技術者 ・研究者

を処遇 している企業 もあるであろうと推察 してい

る。なお，最高位役員に相当する専門職を設けて

処遇 している企業は，わずかに4社 に留まってい

るとも報告 している。つまり，本来仕事への帰属

意識が高 くても，制度的に整備されてお らず，ま

た制度があってもキャリアの高さが制限されてお

り，結果 として報酬 と しての得失が発生するた

あ，第 一線の研究者 としてのキャリアに対するモ

チベーションが低下するのかも知れない。また，

報酬以外の側面において，製薬企業を対象 とした

調査で(大 阪医薬品協会 ・東京医薬品工業協会，

1997)， 研究開発職の異動は開発ステージにそっ

た基礎研究 ・創薬→開発→臨床開発 ・安全 という

異動か，研究開発職→管理職 という異動がほとん

どであり，管理職としては優れた研究開発職を登

用する傾向にあるとしている。これを裏付けるよ

うに，内田(1996)は 第一線 の研究者 として活躍

ができな くなる理由として多いのが，「管理業務

多忙」，「研究以外の仕事の多忙」であり，本人自

身の内部要因よりも業務関連での障害が研究活動

継続の阻害要因であることを指摘する。以上のよ

うに，人事システムの制約による第一線での研究

の継続の断念という要因があるのかも知れない。

 それでは研究開発従事者自身のキャリアに対す

る意識それ自体の変化 はないのであろうか。永野

(1996)は ，若年層は専門職への就任希望は多いも

のの，中年期になるに従い就任希望が減少 してい

ると報告 している。専門職への就任を希望 しない

理由として，「ラインの管理者の方が大 きな仕事

ができるから」が43.8%で 最も多 く，「ラインの

管理者の方が給与 などの処遇面で良いか ら」は

4.9%に とどまっている。企業に就職 し研究開発

を通 して様々な部門とのコミュニケーションが形
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成 されるに従い，当初の研究 という職種に対する

高い帰属意識から，新たなキャリアに対する意識

変化が生まれる場合のあることを示唆 していよ

う。

3.研 究方法

 本稿では，1994年 および1997年 の2回 にわ

たって 日本企業の研究者を対象に実施 した質問紙

調査のうち，製薬企業7社 についての調査結果を

基に分析を行 う。分析対象者は大学院修士課程修

了後，現在の企業に就職 し一貫 して研究業務に従

事 した者とした。さらに，入社後部門間異動がな

く，一貫 して本調査時点まで基礎研究 もしくは開

発研究に従事 している研究者 とした注1。すなわ

ち，転職経験がな く基礎研究一貫型，開発研究一

貫型の研究者を分析対象とした。このような条件

を設定 したのは次の理由による。本稿の目的は加

齢によるキャリアに対する研究者自身の意識変化

と，その要因を検証することにある。働 く場と職

種の変化は， このキャリアに対する意識の変化の

大 きな要因となる可能性がある。 この点 も重要だ

が，今回著者は同一環境(働 く場 と職種)と いう

同一条件であるにもかかわらず，キャリアに対す

る意識の変遷が存在することに注目している。そ

のため，上記の分析対象者の条件を設定 した。な

お， 結果の分析は25歳 から5年 間隔の年齢区分

を設け行った。一貫 して基礎研究あるいは開発研

究に留まる者が加齢 とともに少な くなると思わ

れ，45歳 以降の対象者が少なくなっている。その

ため，45歳 以降にっいては参考としての掲載に

留め，分析対象とはしないこととした。調査対象

者の数は表2の 通 りである。

  表2 調査対象者の研究タイプ別サンプル数

巨
経歴 のタイプ

基礎研究一貫型

開発研究一貫型 仁一弩剥
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4.調 査結果の概要

 (1)加 齢とキャリア

 基礎研究一貫型研究者と開発研究一貫型研究者

における専門職への就任希望と加齢の関係を示 し

たのが表3で ある。年齢区分別の分析対象数を見

ると，45歳 以上で極めて少なくなっている。これ

は入社後この年齢まで一貫 して基礎研究ならびに

開発研究に留まることが少ないという状況を反映

しているのかも知れない。従って，本分析に際 し

て45歳 以上については参考に留めたい。

 25歳 から39歳 までの各年齢区分を見ると，開

発研究一貫型に比べ基礎研究一貫型で，「ぜひ就

きたい」と 「で きれば就 きたい」の合計が多 く

なっている。基礎研究一貫型では，25歳 か ら39

歳 までは 「ぜひ就 きたい」と 「できれば就 きたい」

の合計に，加齢による一定の傾向は認あ られな

い。しか し，40～44歳 の区分では，それ以前の年

齢区分 と比べ 「ぜひ就きたい」と 「できれば就き

たい」の合計割合が大きく低下 している。一方，

開発研究一貫型では，40歳 以上で 「ぜひ就 きた

い」がいなくなっている。なお，「ぜひ就きたい」

と 「できれば就きたい」の合計で見ると，44歳 ま

で一定の傾向は見い出されない。

 専門職就任忌避の状況を見 ると，基礎研究一貫

型では44歳 まで20%前 後が 「あまり就 きた く

ない」，「就 きたくない」 と回答 している。積極的

に忌避を現 わす 「就 きたくない」 との回答 は30

歳以上で見 られ，加齢 とともに増加する傾向が認

められた。一方，開発研究一貫型では 「あまり就

きたくない」と 「就きたくない」の合計は加齢 と

ともに増加 している。特に，40歳 以上でそれ以下

と比べ増加が著 しかった。また，「就きた くない」

との回答 は35歳 か ら認あ られた。基礎研究一貫

型 と開発研究一貫型 とで比較すると，25歳 か ら

34歳 までの各年齢区分で基礎研究一貫型の方が

専門職忌避iの割合が多 く，40～44歳 では開発研

究一貫型で専門職忌避の割合が多 くなっている。

 専門職への就任希望と就任忌避の明確な意志表

示は，開発研究一貫型と比べ基礎研究一貫型の方

で若い頃か ら強 くなっている。すなわち，「どちら

とも言えない」という回答率が，39歳 までの間基

礎研究一貫型で低 くなっている。しかし，40～44

歳で状況が異なっている。すなわち，基礎研究一

貫型では「どちらとも言えない」が著 しく増加 し，

表3 専門職への就任希望
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開発研究一貫型ではむしろ減少 している。

 (2)キ ャリアの志向変化の要因

 専門職就任の希望理由を表4に 示す。基礎研究
一貫型および開発研究一貫型の両者で共通 して多

いのが，「研究開発に専念 したいか ら」と 「管理職

務よりも研究開発職務 に性格 ・能力的に適 してい

るから」である。 さらに，基礎研究一貫型ではそ

れら以外の理由も，開発研究一貫型 に比べ多 く挙

げられている。っまり，「研究開発 フェローの方が

大 きな仕事ができるから」，「研究開発 フェローの

方が対外的にステータスが高いか ら」などであ

る。しか し，基礎研究一貫型において も，40歳 以

上になると 「研究開発 フェローの方が大 きな仕事

ができるか ら」，「研究開発 フェローの方が対外的

にステータスが高いから」などの理由を挙げる者

はいなくなり， 「研究開発に専念 したいか ら」 と

「管理職務よりも研究開発職務に性格 ・能力的に

適 しているか ら」に理由が集中している。また，

開発研究一貫型では30歳 か ら 「研究開発 に専念

したいか ら」と 「管理職務よりも研究開発職務に

性格 ・能力的に適 しているか ら」に理由が集中し

ている。

 専門職への就任を希望 しなが らも，第一線の研

究者として活躍できなくなるという，いわゆる非

自発的な第一線か らの離脱の理由を表5に 示す。

基礎研究一貫型 と開発研究一貫型の両者に共通 し

て多い理由は， 「管理的業務による多忙」 および

「研究開発活動以外の仕事による多忙」である。特

に， 基礎研究一貫型では40～44歳 の年齢区分で

「管理的業務による多忙」，「研究開発活動以外の

仕事による多忙」が8割 以上と，39歳 以下 と比べ

著 しく増加 している。 しかし，開発研究一貫型で

は40～44歳 の年齢区分で 「管理的業務による多

表4 専 門職就任希望者 の希望理 由(二 つまで選択，%)
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表5 専門職就任希望者 による第一線の研究者 と して活躍で きな くなる理 由(い くつ でも選択，%)
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忙」，「研究開発活動以外の仕事による多忙」が，

それ以前の年齢区分 と比べ著 しく増加するという

ことは認められない。また，基礎研究一貫型では

開発研究一貫型 と比べ，40歳 以上で体力的や集

中力，発想，チャレンジといった精神的な幅広い

理由が挙げられる傾向が認められる。

 それでは専門職就任を忌避する者の理由はどう

であろうか。専門職就任忌避者の忌避理由を表6

に示す。基礎研究一貫型および開発研究一貫型の

両者に共通 して各年齢区分で多い理由は，「ライ

ン管理職の方が大きな仕事ができるか ら」，「研究

開発職務以外の部門を経験 したいか ら」ならびに

「研究開発職務 よりも管理職務に性格 ・能力的に

適しているから」となっている。「ライン管理職の

方が大きな仕事ができるか ら」という理由につい

ては，開発研究一貫型の方が基礎研究一貫型より

も39歳 以下の年齢区分で多 く挙げられている。

「研究開発職務以外の部門を経験 したいか ら」は，

34歳 以下では開発研究一貫型の方が基礎研究一

貫型よりも多いものの，基礎研究一貫型では加齢

とともに理由として挙げる割合が増えるという特

徴が認められる。また，開発研究一貫型では，40

～44歳 の年齢区分で 「ライ ンの管理職の方が給

与などの処遇面で良いから」，「ラインの管理職の

方がより高い地位まで昇進できるから」が認めら

れる。

5.考 察

 専門職への就任希望 は39歳 までは基礎研究一

貫型で50～60%， 開発研究一貫型で45～50%

である。また，専門職への就任の忌避については

若年層で基礎研究一貫型の方が，開発研究一貫型

よりも高い割合となっている。このことより，基
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表6 専門職就任忌避者の忌避理由(二 つまで選択，%)
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礎研究一貫型の方が，開発研究一貫型 と比べ，は

やい時期にキャリアの二極化が始まっていること

を示唆するものである。 しかし，基礎研究一貫型

において も40歳 付近にキ ャリアの再検討を行 っ

ていると推察される。それも専門職就任希望の継

続についての再検討である。なぜなら，39歳 まで

の 「ぜひ就きたい」 と 「できれば就 きたい」の合

計の割合が40～44歳 で著 しく減少 し，「どちら

とも言えない」とする割合の増加が認められるか

らである。一方，開発研究一貫型では35～44歳

で 「どちらとも言えない」が減少傾向にあり， こ

の頃にキャリアの選択をしている者が多いものと

推察される。特 に，「あまり就きたくない」と 「就

きた くない」の割合が著 しく大 きくなることか

ら，専門職就任忌避の方向へのキャリアが増えて

いると見ることができよう。

 上記から，次の点を指摘 したい。第1点 が入社

早期である29歳 までに専門職就任忌避者が発生

するのかである。第2点 は若年層で専門職就任希

望者が基礎研究一貫型で開発研究一貫型より多い

のか。 第3点 が40歳 頃に基礎研究一貫型で専門

職就任希望者が減少 しキャリアに対する意志の保

留が多くなるのに対 し，開発研究一貫型では若年

層で多いキャリア保留者が専門職忌避へ向かうの

かである。以下にこれらの点について考察する。

 (1)入 社早期の専門職忌避

 本調査対象の研究者の最終学歴は大学院修士課

程修了者である。かれらは大学において理科系学

部を選考 し，さらに大学院に進学 しており， 自ら

研究者を目指 したキャリアを選択 してきたものと

推察される。それにもかかわらず積極的に専門職

を目指そ うとする者が，25～29歳 の年齢区分で

基礎研究一貫型で約6割 ，開発研究一貫型で約5
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割である。また，専門職を忌避する意志表示をす

る者が，同一年齢区分に基礎研究一貫型で約2

割，開発研究一貫型で約1割 である。専門職就任

忌避理由を見 ると， この年齢区分での回答は基礎

研究一貫型および開発研究一貫型の両方で，「ラ

イン管理職の方が大 きな仕事ができるから」，「研

究開発職務以外の部門を経験 したいから」，「研究

開発職務よりも管理職務に性格 ・能力的に適 して

いるか ら」に集約 されている。特に，「研究開発職

務以外の部門を経験 したいから」の指摘が相対的

に多い。この時期の専門職忌避の主な背景には，

初期のキャリアとしては研究職を選択するが，そ

の後他 の職種へ異動 したいとす るいわゆ る横の

キャリアの幅を広げたいという意志であることが

示唆される注2。

 製薬企業についての調査で(大 阪医薬品'協会 ・

東京医薬品工業協会，1997)， 研究開発職の異動

は開発 ステージにそった基礎研究 ・創薬→開発→

臨床開発 ・安全か，研究開発職→管理職 という異

動がほとんどであると指摘 している。従 って，製

薬企業の内部労働市場において，研究開発職に対

し同一職種に留まることのみを期待 してはいない

ようである。つまり，内部労働市場の需要 として

研究開発職を起点 としたキャリアパ スは存在す

る。一方，入社早期にすでにこのような横のキャ

リアを望む潜在的供給は存在 している。潜在的供

給量を早期に企業が顕在化させる仕組みを導入す

ることにより，横のキャリアの職務経験を必須と

し， しかも長期的な人材育成を経なければならな

い労働力の効果的調達を可能とするものと思われ

る。

 (2)基 礎研究 と開発研究 との間における若年

  層の専門職就任希望の違い

 39歳 までの各年齢区分 において，基礎研究一

貫型は開発研究一貫型と比べ専門職就任希望の割

合が高い。この年齢区分での専門職就任希望の理

由分布は，基礎研究一貫型と開発研究一貫型 とで

異なる。理由で特徴なのが，基礎研究一貫型と開

発研究一貫型で共通 して 「研究開発に専念 したい

から」 と 「管理職よりも研究開発職務に性格 ・能

力的に適 しているか ら」の割合が大きいことであ

る。 しか し，基礎研究一貫型では各年齢区分に共

通 して 「研究開発フェローの方が大きな仕事がで

きるか ら」が，先の二つの理由より低い割合であ

るものの挙げ られている。 この 「研究開発 フェ

ローの方が大きな仕事ができるか ら」は，研究者

にとってインセ ンティブを現すものである。それ

もステータスではな く， フェローとして大きな仕

事ができることを，基礎研究一貫型では重視され

ていると言えよう。一方，「研究開発に専念 したい

から」 と 「管理職よりも研究開発職務に性格 ・能

力的に適 しているから」は，インセンティブに依

存 しない自らの希望によるものである。従 って，

基礎研究一貫型と開発研究一貫型 との間の専門職

就任希望の割合の違いとして，フェローとしての

大きな仕事ができる環境や制度それ自体が一因 と

して挙げられると思われる。

 製薬企業における基礎研究は，疾患原因の探索

により創薬のターゲットを見出し，そこか ら新薬

の芽になるものを見出す業務を担当する。一方，

開発研究 は毒性試験，薬物動態試験，製造研究，

製剤研究などの臨床試験 に向けての業務を担当す

る。製薬企業 はすべてを自社の創薬に依存 してお

らず，海外や国内他社からの導入 にも依存 してい

る。 しかし，利益率やライセンスの推進にとって

自社製品は重要な意味を持っ。従 って，競争優位

を確保するたあにも，基礎研究は研究開発型製薬

企業にとって重要な位置付けとなる。それゆえ，

基礎研究従事者に対するインセンティブも，開発

研究従事者やその他業務従事者 と比べ重点的に考

慮されている可能性がある。事実，最近では新薬

を見出 した研究者への売上に応 じた報奨金制度が

製薬業界で話題となっている。このような背景か

ら，開発研究についてはフェローなどの人事政策

が，基礎研究 と比べ整備されていない可能性が示

唆される。

 専門職就任忌避の理由からは，次の点が挙げら

れる。39歳 までの各年齢区分で基礎研究一貫型

と開発研究一貫型の間での大 きな違 いは，「ライ

ン管理職 の方が大 きな仕事がで きるか ら」であ

る。開発研究一貫型での忌避理由の割合が基礎研

究一貫型よりも，各年齢区分間の比較で2倍 以上

となっている。開発研究者では，入社後早い時期



からラインの管理職が大きな仕事をしていると認

識する状況があると思われる。製薬企業の開発研

究は製造承認申請に直結 してお り，そのため開発

段階の業務の推移は本社などの関係部門との連携

も重要となる。それゆえ，プロジェク ト会議など

の全社を横断 した経営的判断を含んだ意思決定の

場に早期から接する機会が多いたあ，ラインの管

理職へのモチベーションが早い時期から生ずると

推察 される。

 従 って，基礎研究一貫型で39歳 頃まで専門職

就任希望が開発研究一貫型 より多いのは， フェ

ローなどの制度整備が基礎研究で重視されている

こと，および開発研究での早期からの経営的意思

決定の場への参加を通 したライン管理職の仕事に

接する頻度に起因しているものと思われる。

 (3)キ ャリアの転換期

 基礎研究一貫型および開発研究一貫型の両者

で，40歳 頃にキャリアの選択をしなければなら

ないようである。 しかし，選択の状況は基礎研究

と開発研究とで異なる。 基礎研究では40～44歳

で，それ以前の年齢区分 と比べ専門職就任希望が

著 しく減少 し，キャリアに対する意志保留が多 く

なっている。一方，開発研究では40～44歳 で，

キャリアに対する意志保留者が専門職忌避へ向

かっている。

 基礎研究一貫型では40～44歳 頃に自らは専門

職就任を希望 しなが らも，非自発的に第一線の研

究か ら離脱せざるをえない状況があるのかも知れ

ない。専門職就任を希望 しなが らも第一線の研究

者として活躍できなくなる理由を見 ると，39歳

以下の年齢区分での回答と比べ顕著に割合の大き

くなっている項 目は，体力や集中力，創造性 と

言 った問題 に加え，管理的業務や研究開発活動以

外の業務の多忙 となっている。特に，管理的業務

と研究開発活動以外の業務を指摘す る割合は8

割を超えている。本来専門職就任を希望 している

にもかかわらず日常的にこれら業務の占ある比率

が高まる状況に迫 られ，一方で積極的にライン管

理職 を選択する意志 には至 らないたあ，「どちら

とも言えない」 という意志保留の回答が増 してい

るものと思われる。
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 開発研究一貫型では，40～44歳 頃に 「どちら

とも言えない」という意志保留は減少 し，専門職

就任忌避者が増えている。 このような傾向は30

～34歳 頃から認め られており，40～44歳 で特に

強 くなっている。専門職就任忌避者の忌避理由を

見ると，処遇や昇進の高さといったライン管理職

に対するモチベーションや，研究開発職以外の部

門経験，管理職務に性格 ・能力的に適 していると

いう回答に分散 している。また，その他の回答が

他の回答項目より若干多いのが特徴である。一

方，分析対象数は少ないが，開発研究一貫型での

40～44歳 での第一線 として活躍できなる理由で

は，基礎研究一貫型の場合のように管理的業務や

研究開発活動以外による多忙は増えていない。開

発研究では，40～44歳 頃に管理業務や研究活動

以外の業務によることよりも，処遇や地位を含む

様々な要因から研究開発活動から自発的に離脱 し

ていく者が発生すると推察 される。

6.ま と め

 以上の分析から，研究者が研究活動から離脱す

る過程 として自らの意志で研究職を離れる自発的

離脱 と，研究職を望みながらも管理的業務や研究

活動以外の仕事による多忙を理由とした非自発的

離脱 とがあることが推察された。基礎研究および

開発研究 との間で，年齢的な時期や業務内容に起

因する状況の違いはあるものの， 自発的離脱 と非

自発的離脱は共通 してのものであった。本稿には

製薬企業と年齢区分によっては少数の調査対象数

という制約はあるものの，自発的離脱 と非自発的

離脱の概念は他の業種の研究職へ も適用されると

考える。以下では，本調査分析を踏まえた提言を

行う。

 (1)情 報開示 と自立人材育成

 研究者自身の求あるキャリアは，研究職に留ま

り研究活動を続けるというものと，研究職以外の

仕事を経験 したいというものとに大別される。ま

た，やがては管理職を希望するキャリアも現れて

くる。一方，企業としても研究職に初任配属され

た者の全員に，将来的にも研究職に就いてもらう
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ことを望んでいるとも思われない。企業には様々

な職種の経験を必要 とする職種 もあると考えられ

るか らである。たとえば企画のっく職種などであ

る。そこでの職務を担 うための職能を獲得するに

は，様々な職種経験が必要 となるのではないだろ

うか。つまり，育成に長期間必要 となることから

キャリアが重要 となろう。また，将来的にも第一

線の研究者として活躍するにもキャリアは重要 と

なる。なぜなら，初任配属 した当時の技術や思考

のみで30年 にも及ぶ研究 という職種を継続する

ことは，不可能であるか らである。従 って，将来

に向けた企業戦略と連動 した研究戦略の動向を踏

まえた，研究者 としてのキ ャリアも必要 となろ

う。

 それでは企業の研究者は自ら所属する企業の内

部労働市場に関する情報を入手 しているであろう

か。研究職以外の職務を希望する場合，企業内の

コミュニケーションを通 じて外か ら見た他の職種

の内容を知ることができよう。 しか し，その職種

に就 くにしても研究職の経験があるがゆえに付加

価値のある労働サービスを提供できなければ，企

業にとっては損失 となろう。一見研究職 との連続

性はないが，将来様々な職務経験があるがゆえに

遂行できる職種へのキャリアパスであれば，企業

にとって必要な異動 となろう。 このような背景を

踏まえ研究者自身が自らのキャリアを主体的に考

えるための情報提供が必要である。情報の内容が

単に職務内容の記述に留まるのではなく，そこで

求あられるコンピテンシーとそのレベルをも開示

する必要がある。さらに，キャリアの例示を示す

ことも重要である。

 第一線の研究者を継続する場合でも情報提供は

重要である。企業戦略と連動 した研究戦略が将来

どのような方向を目指 しているかの情報である。

これ らの情報が管理職に留まるのではなく，若年

層に対 しても提供されることが必要である。なぜ

なら，将来の研究活動の姿における技能や思考に

関する質 と量が，現時点のそれ らと異なることが

十分考えられるからである。質と量が変化するの

であれば，将来量的に減少する部分か ら増大する

部分へのシフトが必要 となる。 また，新たな質の

確保に向けたシフトも必要 となろう。そのような

準備がなされないのであれば，ある部分の研究者

は企業にとって将来の不良資産となる可能性があ

る。企業にとって損失であるとともに，研究者の

モチベーションの低下をまね くことにもなろう。

 研究者 自身 も付加価値のある労働サービスを提

供 し続けるという姿勢が必要である。たとえ企業

内部であっても内部労働市場が形成 されている。

自己のキャリアビジョンの実現 に向けた自助努力

は益々求められよう。その前提にあるのが自立姿

勢である。先に述べた企業の内部労働市場 に関す

る情報開示を踏まえた自らのキャリアビジョンの

保有 と，それに向けた技能的熟練 と思考的熟練の

獲得を継続的に図 っていく姿勢が必要である。

 (2)研 究活動を継続させる環境づ くり

 今回の分析か ら，製薬企業の基礎研究者および

開発研究者のいずれにおいて も，25～39歳 の各

年齢区分で多 くの者が専門職として第一線での研

究活動を希望 している。 しか し，管理的業務や研

究活動以外の業務によりその希望が阻害され，非

自発的に第一線の研究活動か ら離脱せざるをえな

い状況が浮かびあがっている。このような状況は

研究者の年齢限界という意識を誘導 してはいない

だろうか。日本生産性本部(1989)の 日本の研究

開発技術者を対象とした調査によると，累計で約

8割 が技術者 として40歳 前半 までに年齢限界が

来 ると回答 している。一方，イギ リス， ドイツお

よびアメリカの研究開発技術者を対象とした調査

では(日 本生産性本部，1990a，1990b，1991)，7

割以上が年齢には関係ないと回答 している。研究

者 自身の能力そのものから見た場合，日本の研究

者のみ特有 に，40歳 前半 までに研究活動 を担 う

能力そのものの成長が止まるとは言えまい。む し

ろ先に述べた阻害要因が研究活動の継続を断念さ

せていると見る方が妥当であろう。

 研究開発の事業貢献に満足 していない経営 トッ

プが50%以 上 いることが指摘されている(日 本

能率協会コンサルティング，1998)。 このことは，

研究者の能力を最大限顕在化させていないマネジ

メントの問題が根底にはあると考えられる。優秀

な研究者を管理職にする傾向にあると指摘されて

いるように(大 阪医薬品協会 ・東京医薬品工業協



会，1997)， 第一線の研究力を自ら削 ぐ格好を示

唆 している。 このような研究職からの非 自発的離

脱は，企業にとって損失になってはいないだろう

か。研究開発マネジメントに必要な仕事の性質 と

量を見直す ことで，新たなマネジメントの枠組み

が創出できよう。需要側から見た生産性を踏まえ

たラインの管理職の適正な量 とコンピテンシーの

見極めを再検討するとともに，研究現場で直接プ

レーイングマネジャーとして能力を発揮 し続けら

れる権限や報酬を含めた制度設計の再考が必要で

あろう。問題は，過去にもあったようにどのよう

な制度を設けて も，その趣旨を反映する運用がな

されないことである。経営 トップが自発的に第一

線で研究活動を希望する者に対 し可能な限 り継続

できる環境を提供する一方で，研究者自身は付加

価値のある労働サービスを継続 して提供できるよ

う能力開発に努めることである。なお，プレーイ

ングマネジャーであって も， ライン管理職 とは性

質の異なるマネジメントが求められるという認識

は必要である。

注

1)製 薬 企業 の基礎研 究，開発研 究 の内容 につい て

  は，尾川(1999)の38～39頁 を参照。

2)小 池(1991)は キ ャ リアの広が りを縦 と横 に分類

  して いる。縦の広が りとは組織内の どの ような レ

  ベル までを昇進 して い くかで あり，横の広が りと

一 …キ ャリアに対 する研究 者の意識一 一 61

は仕事 その ものの広 が りであ る。
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